
令和2年度（2020年度）

予予算算大大事事業業名名 上上記記以以外外のの歳歳出出予予算算科科目目及及びび予予算算大大事事業業名名

事事業業のの目目的的とと概概要要

ⅠⅠ　　事事業業のの成成果果（（実実績績））

ⅡⅡ　　財財務務情情報報
◆◆行行政政ココスストト計計算算書書 （単位：千円） 行行政政ココスストト計計算算書書のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））

地方税
分担金及び負担金
使使用用料料及及びび手手数数料料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給給与与関関係係費費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

◆◆キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動収収入入
賞与引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動支支出出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表のの特特徴徴的的なな事事項項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆◆単単位位ああたたりりののココスストト分分析析（（「「経経常常費費用用  小小計計（（bb））」」をを「「実実績績」」でで割割っってて円円単単位位でで算算出出ししてていいまますす。。））

件 円
件 円
件 円

円
円
円

管理事業名 開開発発指指導導事事業業
総合計画の

体系

大綱　６
政策　１
施策　２

都市形成
みどり豊かで安全・快適な都市空間づくり
良好な住環境の形成

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 8 土木費 （項） 1 土木管理費 （目） 3 開発指導費

部局名 都市計画部 予算執行所属 開発審査室

一般事務事業
開発指導事業

良好な都市環境の保全及び形成のため、制定した「吹田市開発事業の手続等に関する条例」（以下、「条例」という。）に基づき、開発事業に関する必要な
手続並びに公益的施設の整備に関する指導を行います。また、都市計画法・宅地造成等規制法・建築基準法による道路の位置指定等の申請における協
議・審査・現場指導及び検査を行います。

指  標  名 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成　果　指　標　の　定　義

開発事業事前協議承認申請
書の件数

件 1,074 1,126 1,064 条例に基づく事前協議承認申請件数、全件処理

成
果
の
説
明

条例の目的を達成するため、建築確認申請や開発許可などを行う前に必須の手続きである同申請書を審査し、関係部局との協議完了を確認していま
す。

勘定科目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額 勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容

A B B-A

使用料及び
手数料

開発許可申請手数料　1,948千円の減

経
常
収
入

- - - -
- - - -

99,,228877  88,,222288  66,,551100  △△11,,771188  
国庫支出金（経常費用充当） - - - -

141 99 103 4 

給与関係費 職員人件費　3,033千円の減
- - - -
- - - -
- - - -
- - - -
9 3 1 △2 

9,437 8,329 6,614 △1,716 

経
常
費
用

110022,,887755  110055,,660011  110022,,556688  △△33,,003333  
860 997 842 △155 

- - - -
- - - -

負担金・補助金・交付金等 10 10 10 -
- - - -

区分
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額

- - - - A B B-A
- - - - 99,,443377  88,,332299  66,,661144  △△11,,771166  

8,490 9,223 9,203 △20 112211,,558833  112233,,221144  112200,,772233  △△22,,449911  
535 8,883 2,965 △5,917 行政サービス活動収支差額 △112,145 △114,884 △114,109 775 

- - - - - - - -
- - - - - - - -

112,769 124,713 115,588 △9,125 - - - -
△103,332 △116,383 △108,975 7,409 - - - -

特

別

収

入

- - - - - - - -
- - - - - - - -
- - - - △112,145 △114,884 △114,109 775 

特

別

費

用

- - - - 112,145 114,884 114,109 △775 
- - - - - - - -
- - - - - - - -
- - - - - - - -
- - - -

△103,332 △116,383 △108,975 7,409 
112,145 114,884 114,109 △775 

決算額の
主な内容

（行政サービス活動収入）　申請手数料収入
（行政サービス活動支出）　審査業務人件費

- - - -
- - - -

8,813 △1,499 5,134 6,633 

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト 分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

事前協議1件当たり
のコスト

平成30年度 1,074 104,999
事前協議1件当たり 108,636円のコストがかかっています。令和元年度 1,126 110,757

令和2年度 1,064 108,636

令和元年度

令和2年度

平成30年度

－ 370 －
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◆◆貸貸借借対対照照表表 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

ⅢⅢ　　財財務務構構造造分分析析 貸貸借借対対照照表表のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））
▽▽人人ににかかかかるるココスストトのの内内訳訳

月平均

人 日 日
千円 千円 千円

千円

▽▽経経常常費費用用のの構構成成割割合合 物件費の内訳（単位：千円）

▽▽分分析析指指標標 （単位：％） ▽▽そそのの他他特特記記事事項項

A B
受益者負担比率
徴収不能引当率
一般財源充当比率

ⅣⅣ　　総総括括
▽▽分分析析結結果果のの説説明明

▽▽分分析析結結果果をを踏踏ままええたた事事業業のの課課題題

勘定科目
令和元年度末 令和2年度末 差額

勘定科目
令和元年度末 令和2年度末 差額

A B B-A A B B-A

流
動
資
産

- - - 9,223 9,203 

- - - -

△20 
- - - - - -

- -
- - - 9,223 9,203 △20 
- - - - - -
- - - - - -

固
定
資
産

事
業
用
資
産

- - - -

- - - -

- -
- - - 87,180 82,065 △5,114 

- -
- - - - - -
- - - 87,180 82,065 △5,114 
- - - - - -

イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - - -
- - - 96,402 91,268 △5,134 
- - -
- - - △96,402 △91,268 5,134 
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - - △96,402 △91,268 5,134 
- - -
- - - - - -

勘定科目 増  減  理  由
常勤・再任用 会計年度任用等 特別職非常勤

3,090 0
合計(千円）

事業従事人数
年間従事延日数 年間従事延日数

13.83 286 0

114,736 

内、時間外勤務手当 718 

給与関係費等 111,647

分析指標　　　　　　　       　　年度
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差

B-A
8.2 6.6 5.6 △ 1.0

- - - -
92.2 93.2 94.5 1.3

開発事業者への手続に関する指導業務や開発許可審査業務は法及び条例に規定された事業であり、申請件数や開発許可に関する専門的知識の必要
性から見て、必要最低限の職員数を配置しています。そのため、事業コストのほとんどは職員人件費であり、その一部に徴収した申請手数料を充当してい
ます。
申請手数料は、開発許可申請が1,000㎡未満の10,000円～10万㎡以上の100万円、宅地造成工事許可が500㎡以内の13,000円～10万㎡超の46万円、道
路の位置指定が1件当たり77,000円です。

　近年の開発の状況としましては、千里ニュータウン建設時の建物の順次建替えが進んでおり、すまいる条例の事前協議は概ね1,000件で推移していま
す。今後も大規模開発による住宅開発が予想されることから、必要な専門的知識を有する職員数を確保することが課題といえます。

給与関係

費
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105(一般会計・開発指導事業)
－ 371 －


